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研究の概要（200～300字で記入、図･グラフ等は使用しないこと。） 

企業による「イノベーション」の議論は, シュンペータが嚆矢でありドラッカーなどが
議論してきている。クリステンセンによる「イノベーションのジレンマ」の議論では , 大
企業における低迷状態が注目された。このことから地域の企業による知識創造 , そしてイ
ノベーションには期待が高まっている。知識創造は「SECIモデル」が基本的なフレームワ
ークであり詳細分析が多くなされているが , 大企業内における各部門の組織相互間での
「境界」が議論されるに留まっている。複数企業間の知識創造に関する分析は十分とは言
い難い。本研究は地域の中小企業を調査対象として , 複数企業間の知識創造の状況を把握
しようとするものである。  

 

キーワード（研究内容をよく表しているものを３項目以内で記入。） 

〔 オープンイノベーション              〕 〔 知識創造 〕 〔 中小企業 〕 
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研究成果の概要（図･グラフ等は使用しないこと。） 

1. 先行研究 (ロジック面 )の議論  

中小企業が単独ではなく , 他と共同で研究開発などを開始するにあたって ,単独の方が

有利であると判断すれば単独での開発となる。もしくは , 他のパートナーが見つからない

とか , 経営資源が不足する場合は , 研究開発そのものを断念するという判断となる。  

チェスブロウ（ Chesbrough, 2003: 邦訳 2004）のオープン・イノベーションの概念か

らいうと , 至る所と情報を交換することを含意すると考えられる。しかし ,共同開発のプ

ロ ジェ ク ト の メ ンバ ー を見 つ け る ま では 候 補は 極 力 オ ー プン に , メ ン バー が 決 ま っ た ら

他 者と は 一 線 を 画し て クロ ー ズ に , メ ン バ ー内 で は 情 報 提供 は オー プ ン に と いう 限 定 的

な適用方法が妥当でなかろうか。  

共同開発の場合 , 参加メンバー企業間には , 企業の境界（ boundary of firm）が存在し , 

個 々 の 企 業 が 持 つ 経 営 資 源 が 流 出 す る リ ス ク が 有 る が , 最 大限 に 出 さ な い と 新 しい 知 識

創造は限定的になってしまう 。機密保持契約も必要だが , 相互に「信頼（ trust）」が存在

することが必須のものとなるであろう。  

共同開発が始まったら , 企業内の場合と同様に , 知識創造は , 野中らの SECI モデルが

示唆するような知識創造のスパイラルが起きるであろう。共同開発の場合 , とくに中小企

業間では , 投資資金 (investment fund)に限界が有って３年程度の間であ る程度の成果が

出ないと , 参加メンバー企業の中には撤退という意思決定をする経営者が出てくる。した

がって , 短期に計画通りに SECI モデルのスパイラルが機能して成果が出るような場合に

適用されると考えたほうがよさそうである。  

プロジェクトチームが形成されたら Nonaka and Konno（ 1998）でいうところの「場（ ba: 

place）」と「リーダーシップ (leadership)」が必要となる。「場」とは , 研究開発 の実験・ 

試作や測定・評価などの実施や打ち合わせ等の実施場所であり , 地域の中小企業による共

同開発の場合は近接した場所に立地しているので , 頻繁に情報交換をすることができる。

「リーダーシップ」は , 単独企業の場合は明確だが , 共同開発の場合は参加企業から選ば

れ たリ ー ダ ー が それ ぞ れ担 当 部 分 の 責任 を 持つ が , そ の と き プ ロジ ェ ク ト 全 体の リ ー ダ

ーを誰が務めるかが大きな課題となる。参加企業の各リーダーは 個々の企業の経営者であ

る 可 能 性 が 高 く , 相互 間 に は 上 下 関 係 は無 く , プ ロ ジ ェ ク ト成 功 後 に 対 す る 期 待感 だ け

ではなく , 企業間における「信頼（ trust）」が相互の協力関係の維持に必須となろう。  

これらをまとめると , 限定的なオープン・イノベーション (open innovation)を前提と

した共同開発には , 場 ( place), 信頼 (trust), 投資資金 (investment fund), リーダーシ

ッ プ (leadership) が 成 功 要 因 の 候 補 と な る の で , 頭 文 字 を と っ て , 「 OPTIL (open 

innovation with place, trust, investment, and leadership) パラダイム」と称する。 

 

2. 先行研究（実証）における議論  

限定的なオープン・イノベーション (open innovation)を前提とした共同開発には , ４

つの項目が成功要因の候補となるので , 実証研究から検討 を行った。  

場 ( place)とリーダーシップ (leadership)について , Nonaka and Konno（ 1998）や , 林

倬史（ 2008）が議論している。リーダーによる組織の境界マネジメント能力が低いと ,プ

ロジェクトが成功するとは限らない（ Ancona D.G. and Caldwell D.F., 1997)。  

Shamah(2014)は , エジプトの自動車産業 のサプライチェーンにおけるオープン・イノベ

ーションの調査で 「信頼関係」の影響が大きいとしている。  

企業の研究開発投資が内部キャッシュフローに依存することを Hall(1992)は米国の大

企業を対象に , また , Himmeoberg and Petersen (1994)は米国の小規模の研究開発型企業

を対象とした分析で確認している。研究開発型の企業は ,外部からの資金調達により研究

開発投資をファイナンスすることが稀であることを Carpenter and Petersen (2002)は , 

検証している。一般的に金融機関は研究開発には融資しないので , 企業の内部資金 (内部

留保など )を原資のほかに , 政策的な補助の必要性も有る。  

成功要因の候補の項目を確認するために２社にインタビューを行った（高垣 ,2016）。  
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研究成果の概要 つ づ き  

3. アンケート調査とインタビュー調査  

 ４ つ 成 功 要 因 を さ ら に 確 認 す る た め , 中 小 企 業 を 対 象 に し て ア ン ケ ー ト 調 査 を 実 施

した。前述の２社に加えて回答企業の中でインタビューを快諾した８ 社（計 10 社）へ

の訪問調査を行った。  

 アンケートの送付先は , TAMA 協会会員のうち製造業（約 270 社）と国の補助金受給企

業（関東経済局管内：約 80 社）である。重複があり実発送企業は 338 社であり , 回答

企数は 65 社であった。補助金を受給（共同開発有り）している関東経済局管内企業の

うち , TAMA 協会会員（２社が該当）では無い企業からの回答は１社と極めて低い。２事

例まで記入可としているため , 共同開発の事例数は「 78 件」である。  

 ４つのうち , 「研究資金」 , 「リーダーシップ」 , 「信頼感」については , 影響が大

きいことが確認できる。「場」について 自社施設を使ったため影響なしが最も多い。  

インタビュー対象企業（ 8 社： 13 事例）へのインタビューでの要点を , ４要因に焦点

をあてて , 以下に紹介する。詳細は ,高垣 (2016）を参照願います。  

(1)研究資金  

 インタビューの 13 事例のうち国や自治体の補助金を受給した事例は 7 例あり , ほか

に客先からの資金提供を 2 社が受けており , 全くの自己資金は 4 例であった。このこと

から公的資金制度が , 開発開始の敷居を下げていることがわかる。  

(2)「場」  

 場のうち , 研究開発の実験や試作はメンバー企業の施設を利用している。開発部門の

スペースの活用や生産部門の片隅などで工夫を要することもあるが確保はされている。

自治体 が準 備し たイ ンキュ ベー ション 施 設を利 用し ている 例 もあっ た。 打ち合 わ せは , 

定期的に行っている。開発スケジュール管理やデータは , すべてクラウド上の共有ファ

イ ル で 管 理 さ れ , メ ン バ ー 企 業 の 開 発 担 当 者 は 全 員 が ア ク セ ス で き る と い う 方 法 を 採

用している例があった。他社のメンバーからも見えるということが , 開発スケジュール

を遅延させないというという意識向上に 効果があった。同じ企業の例であるが , 海外の

大学の 若手 技術 者が メンバ ーと して参 加 してい る (開発 コス トだけ でな く能力 が 優れて

いる理 由 )こと から 地理的 な距 離の克 服 には効 果が ある。 別 の企業 の例 では開 発 担当者

（主として社長）が , 遠隔地のパートナーのところに , 月のうち少なくとも１週間は常

駐するという例もある。旧知ではなく遠隔地であることから , コミュニケーション不足

で開発の成果が出なかった例もある。  

(3)リーダーシップ  

 リ ー ダ ー シ ッ プ は , イ ン タ ビ ュ ー 企 業 の す べ て で 社 長 本 人 が 当 該 会 社 を 代 表 す る リ

ーダーを務めており , 成功事例はすべてがプロジェクト全体のリーダーを務めていた。 

(4)信頼感  

 イ ン タ ビ ュ ー 企 業 の す べ て の 社 長 が , ４ つ の 要 因 の 中 で , プ ロ ジ ェ ク ト を 推 進 し て

いくうえで「信頼」が最も重要であると述べている。うち１社は , HP の経営理念に「信

頼」を掲げている。信頼感の形成には , プロジェクト開始前から旧知の企業である必要

は必ず しもな く , 企業の実 績 , 経営 者の 人柄な どを考 慮す る が , 開発の 進行 に従 って , 

研 究 成 果 の 進 捗 は 勿 論 だ が , 日 常 の 連 絡 , 取 り 組 み の 熱 意 , リ ー ダ ー シ ッ プ の 発 揮 の

よって , 醸成されるという意見が多かった。  

 

４ . まとめ  

本研究では , 中小企業による共同開発による知的創造に注目した。４つの要因 , すな

わ ち , 場 ( place), 信 頼 (trust), 投 資 資 金 (investment fund), リ ー ダ ー シ ッ プ

(leadership)が , 成 功 要 因 で あ ろ う と い う 仮 説 を も う け て , ア ン ケ ー ト と イ ン タ ビ ュ

ー で 確 認 す る こ と を 試 み た 。 概 ね ４ つ の 要 因 で 説 明 が 付 き そ う で あ り , OPTIL (open 

innovation with place, trust, investment, and leadership)パ ラ ダ イ ム で ま と め ら

れそうである。今後 , さらに詳しいインタビュー調査等で確度を高めていきたい。  
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